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平成２４年７月１９日判決言渡 同日判決原本交付 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 租税債権存在確認請求事件 

口頭弁論終結の日 平成２４年５月９日 

 

       判     決 

原告     国 

被告     有限会社Ｙ 

 

主     文 

１ 原告が、被告に対し、別紙租税債権目録記載の租税債権を有することを確認

する。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求の趣旨 

   主文同旨 

第２ 事案の概要 

 １ 事案の要旨 

本件は、原告が、清算結了の登記をした法人である被告に対し、別紙租税債

権目録記載の租税債権（法人税、同法人税本税額に対する延滞税、同法人税に

係る重加算税、源泉所得税、同源泉所得税に係る不納付加算税及び同源泉所得

税本税額に対する延滞税）の時効を中断させるために、上記租税債権を有する

ことの確認を求めた事案である。 

２ 前提事実（証拠を掲記しているもの以外は当事者間に争いがない。） 

（１）原告の被告に対する租税債権取得の経緯等 

ア 被告は、平成１８年９月１９日、千種税務署長に対し、平成１４年１月
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１日から同年１２月３１日までの事業年度分の法人税について、納付すべ

き税額を４３８０万８４００円とする修正申告書を提出した（以下、上記

修正申告により確定した法人税の債権を「本件租税債権１」という。）。 

イ 千種税務署長は、被告が本件租税債権１をその納期限までに完納しなか

ったため、平成１８年１０月２５日、被告に対し、本件租税債権１につい

て、督促状により納付を督促した。 

ウ 名古屋国税局長は、平成１８年１１月２９日、千種税務署長から、国税

通則法４３条３項に基づき、本件租税債権１について徴収の引継ぎを受け、

被告に対し、同日付けでその旨を通知した。 

エ 千種税務署長は、平成１８年１２月２２日、被告に対し、前記アの修正

申告に係る重加算税１７５２万円の賦課決定処分を行った（以下、上記重

加算税の債権を「本件租税債権２」という。）。 

オ 被告が納付すべき平成１４年１月分の源泉所得税額は５万円であったと

ころ、その法定納期限までに完納しなかったため、千種税務署長は、平成

１８年１２月２２日、被告に対し、上記源泉所得税に係る不納付加算税５

０００円の賦課決定処分を行った（以下、上記源泉所得税及び上記不納付

加算税の債権を「本件租税債権３」という。）。 

カ 千種税務署長は、被告が本件租税債権２及び本件租税債権３をその納期

限までに完納しなかったため、平成１９年２月２３日、被告に対し、本件

租税債権２及び本件租税債権３について、督促状により納付を督促した。 

キ 名古屋国税局長は、平成１９年３月７日、千種税務署長から、国税通則

法４３条３項に基づき、本件租税債権２及び本件租税債権３について徴収

の引継ぎを受け、被告に対し、同日付けでその旨を通知した。 

ク 名古屋国税局長は、平成１９年４月２３日、本件各租税債権を徴収する

ため、被告が株式会社Ａ銀行に対して有する普通預金の払戻請求権を差し

押さえ、同月２４日、上記差押えに基づいて取り立てた１万８４５５円を
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本件租税債権３の源泉所得税本税に充当した。その結果、本件各租税債権

及び延滞税の額は、別紙租税債権目録記載のとおりとなった。 

（２）納税保証人に対する滞納処分の経緯 

ア 被告は、名古屋国税局長に対し、本件租税債権１について、有限会社Ｂ

（以下「Ｂ」という。）を国税通則法５０条６号所定の納税保証人として

同社の保証を提供した。これを受けて、名古屋国税局長は、平成１９年１

月１９日、被告に対し、国税徴収法１５１条１項２号に基づき、同年２月

１６日まで滞納処分による財産の換価を猶予した。 

イ その後、被告が前記アの猶予期限までに本件租税債権１を完納しなかっ

たため、名古屋国税局長は、平成１９年２月１９日、Ｂに対し、国税通則

法５２条１項及び２項に基づき、納付期限を同年３月１９日とする納付通

知書による告知を行い、同年３月２０日には、同法５２条３項に基づき、

納付催告書による督促を行った。 

ウ 名古屋国税局長は、平成１９年４月２日、本件租税債権１を徴収するた

め、国税徴収法６８条に基づき、Ｂが所有する土地及び建物を差し押さえ

た。 

（３）第二次納税義務者に対する滞納処分の経緯 

ア 名古屋国税局長は、平成２０年５月７日、本件租税債権１及び２並びに

本件租税債権３のうち不納付加算税５０００円を徴収するため、Ｃに対し、

国税徴収法３２条１項に基づき、納付すべき金額の限度を１６３０万円、

納付期限を同年６月９日とする納付通知書により、第二次納税義務の告知

を行うとともに、同月１０日、同法３２条２項に基づき、納付催告書によ

る督促を行った。 

イ 名古屋国税局長は、平成２０年６月２３日、第二次納税義務に係る国税

を徴収するため、国税徴収法６８条に基づき、Ｃが所有する土地及び建物

を差し押さえた。 
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ウ Ｃは、第二次納税義務の納付告知処分及び差押処分について、異議申立

てを経て、国税不服審判所に審査請求を行った。これに対し、国税不服審

判所長は、平成２１年７月６日、第二次納税義務の納付告知処分に係る納

付すべき限度の額について、１３１６万５３４３円を超える部分を取り消

し、上記土地及び建物の差押処分に係る審査請求を棄却した。 

エ Ｃは、平成２１年１０月９日、第二次納税義務の納付告知処分及び差押

処分の取消しを求める訴えを当庁に提起した（平成●●年（○○）第●●

号。以下「別件訴訟」という。）。その後、名古屋国税局長は、平成２２

年６月４日、Ｃの第二次納税義務額１３１６万５３４３円のうち、８１９

万４３８６円を超える部分の処分を取り消した。当庁は、平成２４年３月

８日、別件訴訟において、Ｃの請求を棄却する旨の判決を言い渡した。（乙

２） 

（４）被告の解散決議 

被告は、平成２０年１月１１日、株主総会の決議により解散し、同年３月

２１日、清算結了の登記をした。 

３ 争点に関する当事者の主張 

（１）確認の利益の存否 

（原告の主張） 

本件各租税債権が時効消滅した場合には、Ｂの納税保証債務及びＣの第二

次納税義務も消滅するところ、納税保証債務や第二次納税義務についての時

効中断の効力は、主たる納税義務には及ばないから、別途、本件各租税債権

について時効中断の措置を執る必要がある。ところが、本件各租税債権につ

いては、被告に財産がないため、差押え等の措置を執ることができず、被告

の預金債権を取り立てた平成１９年４月２４日の翌日から５年間の経過によ

って時効により消滅するおそれがある。したがって、原告には、本件訴えに

よって本件各租税債権の確認を求める利益がある。 
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（被告の主張） 

原告の主張は争う。 

（２）被告の当事者能力の存否 

（原告の主張） 

法人について、清算結了の登記がされていても、清算事務が現実に終了し

ていない場合には、法人格は存続する。被告は、本件各租税債権の納付義務

を果たしておらず、清算事務が現実に終了していないのであるから、本件訴

訟において当事者能力を有するというべきである。 

（被告の主張） 

被告は、清算結了によって法人格を失っているから、本件訴訟において当

事者能力を有しない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 確認の利益について 

前記前提事実によると、名古屋国税局長は、納税保証に係る本件租税債権１

を徴収するためにＢ所有の財産を差し押さえ、第二次納税義務者であるＣに対

して第二次納税義務を追及するため、同人所有の財産を差し押さえたというの

である。 

そうすると、納税保証債務や第二次納税義務についての時効中断の効力は、

主たる納税義務には及ばず、本件各租税債権が時効消滅した場合には、Ｂの納

税保証債務及びＣの第二次納税義務も消滅することになるから、Ｂの納税保証

債務及びＣの第二次納税義務の時効消滅を防ぐためには、別途、本件各租税債

権について時効中断の措置を執る必要があるというべきである。ところが、本

件各租税債権については、既に清算結了の登記を経ている被告には差押えの対

象となるべき財産がないため、滞納処分を執ることができず、また、既に督促

も行われているのであるから、時効を中断するには、裁判上の請求をするほか

に的確な法的手段はない。 
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したがって、原告には、本件訴えによって本件各租税債権の確認を求める利

益があるというべきである。 

２ 当事者能力について 

法人について清算結了の登記がされていても、清算事務が現実に終了してい

ない場合には、法人格はなお存続すると解するのが相当である。 

本件においては、被告が本件各租税債権の納付義務を履行していない以上、

清算事務は、実際には終了していないのであるから、本件各組税債権の確認を

求める本件訴訟において、被告は当事者能力を有するものというべきである。 

３ 結論 

原告は、前記前提事実のとおり、被告に対し、別紙租税債権目録記載の租税

債権を有している。 

以上によると、原告の本件請求には理由があるから、これを認容することと

し、訴訟費用の負担につき行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、

主文のとおり判決する。 

 

名古屋地方裁判所民事第９部 

裁判長裁判官     福井章代 

   裁判官     笹本哲朗 

   裁判官     山根良実 


